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今日「港湾」をめぐる経済・社会的諸条件は大きく変動し，乙の影響を受

け「港湾Jの諸機能の態様は変化の様相を呈している。

「港湾」の経済的機能は．国際貿易・海運の構造変化と国内工業資本の生

産体系の変化等を基軸としてより高度な，そしてより効率的な発展志向をめ

ざしており，一方その社会的機能は，都市 ・地域における人々の生活行動様

式の変化と第三次産業資本の新たな販売拠点戦略等を基軸としてより多様な，

そしてより公共的な空間形成をめざしている。乙う した 「港湾Jの経済 ・社

会的機能の変化は，必然的l乙「港湾Jの態様を変えてきている。つま り，

「港湾」としての空間形成の比重が漸次経済的空聞から社会的空間へと変化

している乙と， いい換えると， 「港湾」が産業・物流関連の空間から生活関

連の空間へとその比重が高まってきていること，そして「港湾」で財 ・サー

ビスを生産する港湾依存産業と港湾関連産業，とりわけ港湾運送事業の投入 ・

産出量が総体的に漸減傾向にあり．このため両産業とも， 「港湾」を生産基

盤とする本来的な経営条件から漸次転換傾向にある乙と，さらには国際化の

進展，高度な情報化の推進，規制緩和の方向の展開等のもとで， 「港湾」の

経営 ・管理態勢をめぐる諸条件Illの検討が従来以上に高まりつつあること．

等々である。その意味では，乙うした経済 ・社会の発展段階の時期に乙そ，
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「港湾」の基本的態勢を再検討する乙とが必要と考える。

たとえば， 「港湾」の輸送機能は，単なる経済的なサービス生産の態勢か

らより複合的な，多角的なサーヒス生産の態勢へと転換しつつあり，乙のた

め，本来的な港湾運送事業態勢は著しく変貌しているといっても差支えない

であろう。

こうした「港湾」の輸送機能態勢の変化をひとつとってみても，｛北米の港

湾依存産業だけではなく f 港湾関連産業の経営条件の構図も大きく変わって

きており．将来の「港湾」の輸送機能態勢は，その経営・管即態勢の高揚意

識と相候ってどのように維持，確保されていく乙とがのぞましいであろうか。

そのためにはどのような課題が．どのように検討されなければならないであ

ろうか。

乙の小論では，主として「港湾」の輸送機能を担う港湾運送事業者（以下，

単に港運業 121という）の経営実態の分析を踏まえ，主として企業経営戦略の

観点から，そうした課題に接近したいと思う。

注（1）今後，その是非．可能性等をめぐる諸条件について十分議論を尽くすことが，

結局は「港湾」の制度的基盤の充実，強化策にもつながると考える。

乙うした問題を検討するに際して．最近の欧州主要国（英国，西独，仏）の港

湾経営 ・管理事情は参考になると思う。つまり ，国の財政補助iζ依存する乙との

できない英国港湾と乙れが可能な西独 ・仏港湾のそれぞれの経営・管理の実態を

分析することは有効な検討方法と思う。 ζの点の詳細l::J:，“ThePort. '87 .2” 

を参照されたい。

(2) 乙乙では資料の制約上．その分析対象はー航港湾i運送事業者（無限定） Iζ限定

している乙とをお断わりしておく。

1. 経営多角化の意義と特質

(1) 経営多角化をめぐる基本的要因

今日の企業経営主体は． 「多角化」時代ともいわれている環境条件のもと
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で本業以外lζ経業 ・副業経営を行なっているのが一般的趨勢である。

乙う した企業経宮条件をもたらしている必因は，JJ;.<fs:rドj＇［＿ は l!~ ・サービス

の漏要精進の変化であり，しかもその変化が，きわめて短期間内に展開され

るためである。 たとえば，あるil'l世符ICとっては当該企業が生産する財・サー

ビスの需要足は少竜，かっ高級I！~を ， 他のil'l'fi者にとってはそれが多量 ． か

っlトl級財を．また別の消費者にと ってはそれが少量，かっ F級！！1をというよ

うに，それぞれ消費者サイ トの出世条件が符しく多段化し，しかもそうした

両法条件が従来よりも一間短期間内に変化している。いい換えると，今日の

企業経営主体をめぐる川並縞.if!の変化は，かつてないほと，その「ラ イフサ

イクノレ」を 111.めていると思われる。

そして，乙う した 「ラ イフサイ クル」は安定経済のもとで，年間所得 七昇

率＇ij；が安定的で，F香川がより多機化し， ムド均消費性向が総体的lζ高いほどよ

りー｝~加速化するであろう。その意味では ， 「ラ イフサイク JレJの実質的な

組定型因は所得 ・購買｝J,I警好であり， そして消費性向等が大きく作用する

といえよう。

本来「ライフサイク Jレ」は， 「誕生」から「成長」 ． 「成熟」 ．及び「哀

巡JIζ至る発展．進化Illの時間的過程をいい表した概念、である。 したがって，

「ラ イフサイ クノレ」という概念が用いられる場合，各々の過程には時間的有

限性 ー たとえば平均 5年，10年， 15年というように ー がある と予日り

される。

しかも， 「ライフサイクノレ」は．さきKみたように，経済・社会における

域防条件の変化lζ対応してその則｜日lは著しく変化するのが常である。それゆ

えに乙そ，今円の企業経営主体にとってなによりも重要な点は．乙の「ライ

フサイク jレ」の分析であると同H守κ．将来に向けての新しい需要創出の梢築

が不可欠と考える。

(21 企業経営主体における「多角化」の意義

経済 ・社会における企業の維持・存続・発展という過程で，当該企業が生

産 ・供給するfl1・サーヒス，いい換えると，各 の々事業は順次その「ラ イフ

サイクルJI乙｜直面するわけである。乙の「ライフサイクノレjが．たとえば第
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4段階の「衰還期JIζ 入 ったとすれば， ~＇1 該企業は乙れに代わって次の新規

事業を開発していくか，あるいは既存の事業をその「ライフサイクノレJ段階

でさ らに充実，強化していくか一乙う した事業経営対策を個別的IL，あ

るいは総合的に実施するか．もしくは’克施が可能か舌かは当該企業のその時々

の経営判断であり．と同時に企業経営能力にも依存するであろう。

したがって，もしある事業が「衰退期JK入ったとき．山i該企業経営主体

がそうした経営判断を全くする乙とができなかったり． あるいは企業経宮能

力を全く蓄積していなかったならば．その事業は市場から「消滅する」 以外

にはないであろう。その怠l床では，今｜ ｜ の企業経’自主体における「多 ft~化 J

とは，企業と企業経営主体それ自身の進化の過程ともいえよう。つまり．企

業が乙の「多角化Jを通して従来からの社会的構成休としての機能的役割か

らひとつ一つ脱皮し，と同ll守lζ当該企業に参画する全職日 ・従業員の企業意

識121を十分変革させうるほどの経営ビジョンを構築し，全社的lζ．その浸透

を図っていく過程乙そ，消費者の需要構造等が大きく変化する経済 ・社会的

環境のもとでの企業の社会的進化の過程と考える。

それゆえ，今日の企業経営主体におけるそうした社会的進化は「多角化J. 

いい換えると「ライフサイク lレJなくしては生まれ出るものではないといえ

よう。それだけに．企業経営主体における「多角化」のもつ社会的意義はき

わめて大きく，そして同時に，それは．社会的に重要視されなければならな

い経営課題と考える。なぜならば． 「多角化J経営は．従来のヒ卜，モノ ．

カネ等の経営資源の用い方．あり方を単lζ変えるだけではなく ，時には企業

経営方式等もそれに応じて変える乙とがあるからである。

(3) 企業経営主体における「多角化Jの特質

「多角化J経営は一般的に．既存の事業体系lζ新規事業を導入している状

況にある乙とを指していう。したがって，乙の場合，新規事業がどのような

経営条件のもとで導入されたのか ー 乙の点が， 「多角化」経営の特質を

考える上で第一のポイントである。たとえば， 企業収益が向 kし． 経営効率

も良好な状態のとき．しかもその返済能力は卜分あり．経営の安全性が十分

保たれているときに，新規事業を導入する「多角化」経営は，さきにみた経
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営資源のより一層の「成長性」を促進する乙とである。そして，もしその新

規事業が順当に成長すれば， ζうした企業経営条件のもとでの「多角化Jは，

総体的に売上i白・販冗両を地大させ．と同時に－}jで．企業経営能力等も相
対的に戸lヒさせる働きがあると巧える。

しかし， 企業経営主体の段境条件がより一同厳しい競争下にあるときは ．

その市場K参画する企業のすべてが t述したような経営条件を十分確保して

いるとは限らない。むしろ，乙の場合の企業経宮条件として，当該企業体の

売上高 ・販売高等の面での経営能力は相対的IC.例lび悩み傾向にあるかもしれ

ない。したがって．乙うした条件下での新規事業の導入による「多角化J経

営は．さきの場合とは逆に経芭資源の「活性化」 (refresh）を図る乙とが

その根本的な狙いでもある。それゆえ，乙の場合，その「活性化」が図れる

か否かは基本的K，新規事業の成否にかかっているともいえよう。

そして，もし導入した新規事業が当該市場で年々伸長し．と同時にその市

場ゾェアを年々拡大していく乙とができれば． 当該企業体の社会的進化は．

急速に早まり ，そうした結果，企業の理念等をめぐる諸問題，た とえば

C.I. (Corporation Identity ）をめぐる経営課題等の議論がより 一

層展開されるであろう。その意味では，企業経営主体における「多角化Jは，

今日きわめて注目すべき社会的経営現象と考える。

注（1) 企業経営の進化Kついては．日経産業新聞編『進化論・日本の経営j日本経

済新聞社＇ 1989年 4月，野中郁次郎著『企業滋化論 一 情報室lj造の7ネジメ

ン卜 ー』 日本経済新聞社， 1989年 4月を参照されたい。

12) 乙乙では管理部↑＂J.現業部門における全i般員 ・従業員の「成長 ・発展」怠識

が，今後の企業経営主体の「多角化Jiζは必要不可欠と考える。

企業経包主体における組織人としての目的意識として， 「企業成長」意識の

自覚を説いているのは土屋守主主教授である。詳細は，土屋守章者『現代企業

人門』有斐｜剖，昭和60年ll J=I，を参照されたい。

2. 経営多角化時代の港運業

山港運経百の特質
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一般的lζ交通事業の特質として． 「サービス生l主」の総費I11に山める固定

費用（間接費用）の割合が総じて高く ．約70～80%といわれている。つまり，

交通事業では，所定の「サービスι住産JIL直倭要する費用（直儀費用）と無

関係lζ発生するさきの関接費用の総由miζ占める割合は総体的lζ高いという

特色をもっている。特lζ乙の点は．部rl'iにおける大規模経営の鉄道事業，ノミ

ス事業．地下鉄事業等によくみられる。いい換えると，一般的に交通事業の

「サービス生産jの場合．いわゆる原材料投資が不要な代わりに労働力費用

（労務費用）の占める割合が総体的に高く．したがって，交通事業ではその

コス卜・ ダウンの見地から，常lζ労務費用の節減策が重要な経営課題の位置

を占めてきたのである。

乙の点港運業の場合は．基本的lζ交通事業のそうした一般的自11-J織造と類

似しているが，パス事業，トラ ック事業等と同様に通路投資は不要である。

乙の通路投資が不要という乙とは．港連業にとって企業経営ヒ街,fljl乙作用し

うる条件の一つである。つまり ，もし港運業が通路投資をその経営・負担力で

賄うような場合， 「港湾Jをめぐる環境条件の変化iζ伴いその「経済的空間j

が漸次「社会的空間JIC取って代わられていくに従い当該「通路」が縮少．

廃止されるような状況になっていくとしたら．それが他lζ資本．ないしは ｜二

地として転用しえない限り「埋没」してしまう性質のものであるから．乙れは

将来の企業経営において無視されなければならない筈のものである。したがっ

て， 港連経営は，乙う した投資負担と無関係l乙なされているのが現実である。

そうした企業経営条件は．本来的lζ港運業としての市場参入牲を高めると

同時に．その過当競争性を生む基本的要因といえよう。

乙の市場参入性，過当競争性等が潜存的lζ存在するという乙とは，港i聖業

にとっては新規事業への進出可能性が聞かれている乙とでもあり， 一方他産

業 ・企業にとっては新規に港運業部門へ進出し． その経営多角化策の可能性

の機会があることを意味している。

乙うした港運業の新規事業分野への進出の背景には，いわゆる「元請」 Ill

「専業」という系列関係IC今日まで伝統的に形成されており，そして

乙れが両者相互間の経営方式121を規定しているという事情もある。このため．
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「元請jとして現業労務要員を絶対的lζ多く雇用している港運業と，そうで

はない港運業では，進出しうる新規事業分野は自と異なるであろう。つまり ．

乙の場合，港運経営主体として，粗付加価値額iζ占める労務費の多寡が基本

的要件のーっと考える（図 1参照）。また，今日の環境条件のもとで港運業

として，土地（不動産等］を所有しているのか否か，あるいはヒト，モノ，

カネ以外lζ 「情報資源」 （ノレン，スキル，ノウハウ）131＇を蓄積しているか

否かが他の基本的要件のーっと考える。

そして，港運業の「サービス生産」 は空間的にきわめて限られており 111.

その意味では「局地的」 ( s p 0 t）であり，しかも基本的に「時間ベースJ

の生産条件ではなく「注文ベース」のため，その「サービス生産Jの継続性

は，必然的に損われやすい性絡となっている。乙の点は本来的tζ，港運経営

lζとって不手ljlζ作用する条fLj＇ーである。つまり ，貿易・海運の派生需要として

生ずる港巡業の「サーヒス生産jにとって，そのために，単lζ無原則lζ当該

貸用（直接費用）の増大を招くだけではなく，その「不安定性」をも助長し

かねないのである。 ζうした港運経営主体の「不安定性J乙そ本来．回避さ

れなければならない性質のものであるが，港辺市場がより一層競争的になる

ほど．乙れを回避する乙とは，従来にもましてより困難となるであろう。

(2) j巷運経営の実態と課題

港運業の「サービス生産」は基本的lζ，利用者（users）側の「オーダー」

制であるため，本来乙れを「時間ベースJI乙基ついて計画化する乙とができ

ないという性質のものであり．乙うした港運業の基本的性格がその「多角化」

経芭を誘因し．そして，その程度に応じて漸次「多角化」を可能にさせてい

く要件であある。

したがって，港連経営主体にとって．当該需要の衰退傾向が一般化するに

つれ「多角化j志向の態勢をとるようになるであろう。

今日の「多角化」経営の疏境条件のもとで，そうした志向態勢への即応性

は基本的に，当該港連経営主体による市場分析等lζ基つく「ライフサイク Jレ」

に依存すると考える。港運経営主体のなかでも「大手企業J151，特lζ 「倉庫
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主たる港連経営主体の事業部門別収入シェアの推移

度 ｜ 倉庫業 i港湾運送業I ~物ゐ皇！陸上辺送業！ 不動産業 そのfill(?)i 
事業

品先沢会席
Ill!,利162 1 14. 4 25.7 5.4 45.8 7.6 1 1 100.0 
63 14 .8 24.l "・" 47.4 7.4 0.8 100.0 

住 友倉庫
62 ! 17. 7 61.6 9.0 11.2 100.0 
63 16.3 56.0 17.6 10.1 100.0 

三井倉庫
17.2 42.2 28.2 5.6 6.8 100.0 

63 16.8 40.7 29.6 5.9 7.0 100.0 

三菱合 J!j( 18. 2 23.0 26.2 14.0 100.0 
63 19. 1 24.6 18 s • 21.9 15.6 1口0.0

四日市倉庫
38.8 26.2 27.9 1 .1 *I 

63 39.3 25.3 28.0 7.4 * 

表 1

＊内・＇＇＇開愉込 H収入 問利162'1'J宏司 3 .5 ”：H何回~＇·I！！＇.時 ·1.9

:ip 皮 ｜港湾運送業ip長凶j五 ｜怠庫業 ｜海凶送 ｜宅地位物 ｜その｛也 ｜
事業 ' ~Ji 業取・J I 業

II｛｛杭161 i 53.3 15.5 10. 3 7.0 0.3 100.0 
伊勢湾海j1f ti2 54.6 15.7 10.8 7.5 0.4 100.0 

63 52.2 14.8 11.1 8.4 0.3 100.0 

大日通
78.0 0.9 13.8 100.0 

62 75.6 0.6 15.6 100.0 
63 73.6 0.5 17.0 100.0 

新潟臨~j－岱 22.8 15.7 1.9 6.7 16.8 8.4 100.0 
62 23.0 15.1 1. 7 3.5 20.2 5.6 100.0 

ji~陸運送 63 20.9 15 1 1.8 2.8 23.1 5.3 100.0 

伏木海陸｜ 79.0 12.9 3.3 0.3 100.0 

ili 3丞
62 79.5 12. 6 3.1 0.4 100.0 
63 79.3 13. 1 2.8 0.4 100.0 

60.4 20.6 9.9 2.3 1.4 100.0 
名；佐 iiitj道 62 58.0 22.1 9.7 2.1 1.8 100.0 

63 i 57.4 22.7 9.6 2.2 1.5 100.0 

‘川町組込l［（／.株式U川岨八

「有価品if. 券級告－＂1~~総覧 ・ 各年版．（大政省印日lj /.f1 ）より作成。:J•.i ;Jr ffflト
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それによると， 「倉庫元前Jでは，本業の「倉庫部l''l」のシェアは全体的

には，約15～40%，乙れを支援する「港.ii.I!部門Jは25～60%，そして「降j車

部門Jは20～50%台という1犬山で．そのいずれの港J型経常主体も．総体的l乙

「倉庫部門Jと「港辺部門Jのゾエアは漸減傾向となっている。そして，乙

うした業績内容を補充している事業が． 「陪連部門」． 「不動産部門」等で

ある。

一方， 「船社元請J. 「f＼~j_t元請J等では．本業の「i巷運t'¥i＼門」のシェア

は徐々に減少傾向ではあるが， 全体的にみると約20～80%台という状況で，

当該港連経営主体の業容の特色等が反映されている。たとえば，本業のシェ

アが約70～80%台を占めている六日通運，伏木海時速送では． 「その他部門」

ないしは「陸連部門」等が，その主要な支援， rm完業主きとなっている。伊勢
湾海運，名港海運では，本業のシェアは約50～60%台で，乙れを支援，補完

している事業が「陸連部門J. 「倉庫部門」等である。そして新潟臨港海陸

運送では． 「港辺部門」が約20%で，乙れを支援．補完しているのが， 「不

動産J. 「機械販売J及び「陸運J各部門等である。

乙うした港運経営主体の業容実績の趨勢は，基本的l乙「港湾」における愉

送 ・保管機能を担う企業経営主体の本来的な事業が，次第（と「成熟期」から

「衰退期JK向かいつつある乙とを表わしているといえよう。つまり ．当該

港運経営主体にとって．港.illi市場が次第にイFilび悩み傾向となるにつれて本業

部門の事業収入シェアは徐々に低下し．ζれに代わって新規事業のシェアが

漸次伸長傾向となってくるに応じて，本業部門の衰退化は加速されるであろ

う。その意味では．今日，昭和26年以降法的制度・体系のもとで伝統的に事

業展開されてきた港運業本来の事業体系は縮少傾向にあり．と同時に一方で，

新しい港運業として，新しい事業体系の導入，創出を考える時期にも直面し

ているといえよう。

いずれにしても，今日 ，個々の港運経営主体にとってその本業部門は，い

わゆる「金のなる木」の事業であって，決して「花形」ではないが， 「負け犬」

といわれる事業IGJでもない（図2参照）。というのは．港連業 lf.土あたりの

平均港運収支率の動向は，丘大港で102.4%（昭和62年度） . 103.6% (63 
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年度） ，地方港では各々 100.7%' 102.6% 171 とされており ，乙う した

収支率状況からしても．現在本業 ・港辺部門のill<'.必誌カは．「なお，ある」 と

判断しうるからである。

したがって，今後，港辺l有場がさらに大きく変化していく乙とが予測され

る環境条件のもとで， j益辺経包’H木の本業部門が「金のなる木」か．あるい

は「イEif~J の事業のいずれかとして維持 ， ｛確保されていくためには ． 現在の

「オー夕、ーベース」システムICMづく「サービスl:i:_1本」体系の中iζマーケテイ

ンク活動を組入れて，いかにして乙れを「時間ベース」システムに変革 して

いく 乙とができるか百かにかかっているといっても過誌ではないであろう。

図2. PP Mモデル

[3 I c間町花形＝合。 。
市

w トJ
rt<. 
4正

Jo ／／  。
金のなる木＝ ￥

fτ・γ., 低

（＜ーケ γト・シェア）

:L:i'JT資料．奥村l昭博著 『経営戦略』 日本経済新jj,[J. 1989年 2月. p.96 

注（1）.ζ乙では特I<'.., 「－rr元請J' 「海貨Jc請」等という業態区分I＜＇..ついては考

えていないが，分析する上で便宜的に「倉庫元請J. 「船社元請」 ， 「荷主元請J

「｜経連足請J，等という系列区分を意図している。

(2）.大都市港湾と地方港湾では港運業の経営方式に著しし、差異があり，それは主

として港iili市場の競争性I＜＇..基つくと考える。乙の点の詳 細は.t出稿「港巡業

の変貌と課題」 （『港湾経済研究 ・No.27』1989年10月，所収）を参！！視された

し、。
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(3）.奥村lllJf導著『経営lj攻略』日本経済新聞社.1989年2JJ. P.82～P.83を参照さ

れたい。

(4) 筆者は乙れを「Economyof ScopeJとA考えているが，乙の点．山上徹教授

は最近の論稿「国際コンテナ港の活性化lζついての一考察j （『斡国港湾経済

学会誌 ・第六輯』 1990年7月．所収）で「範囲の経済）という概念、を用い られ

ているが，乙れは注目すべき概念と考える。

(5). ζ乙では資料の制約上， 「倉H!fl::Af'i」 ( 5ネI:) ' 「月0t J: ) Ct.i'i」・「初主J己的」

等（ 5社） ＇ζ限定し，関東地区の「；c百古」 ( 5社）については原fllJとして．昨
年度の当学会 「年報No.27」lζ掲載したので乙こでは：lfリ愛した乙とをお断わりし

ておく。

なお， 「船社元請」 ・「荷主元諮」等の港辺経営主体の!i)}'.!1£展開状況から，

各々立地する「港湾」での港辺市場をめぐるその競争状態の一端がうかがわれ

る。

(6). P PM (Product Portfolio Management）モデノレによる考え方につい

ては，奥村昭博著「前掲書JP.94～P 100を参照されたい。

乙乙で， 「金のなる木」の事業とは基本的IL, 「成熟」事業．つまり市場成

長率乙そ相対的に低いが．しかしそのマーケット ・シェアは相対的に高い事業

として位置つけられ、当該事業のシェアを維持．般保するIC足るだけの十分な

資金獲得が可能であるため，乙うした資金を他の事業，たとえば「問題児」 ．

あるいは「負け犬Jの事業の投資資金として振り向ける乙とのできる性格のも

のとされている。乙の点、の詳細は，奥村l昭博著『前掲蛮』 P.96を参！！告されたい。

(7）.運輸省貨物/jf..＠局港湾貨物諜編「港湾運送事業経営指標要旨（I昭和J63年度）」

p .4。乙乙での調査対象の港i車業は，五大港（京浜，名古屋，大阪，神戸及び

関門各港67社）と地方港（99社）の一般港湾逆送事業者 （無限定） 166社であ

る。ちなみにその平均兼業収支率の動向をみると，五大港で106.0%（昭和62

年度， 63年度） ，地方港ではそれぞれ104.0%,103.8%となっている。
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3. 港運経営戦略と若干の問題点

(1) 企業経’，：：＼＂i＼抑Ii)の特質

企業経営巨体が，m涜条件の変化l乙f'I＂ない社会的 R.進化していく過程で従
来のそのや産システムを ， さらにより一回 I印度なものへと変 · ＇i~ していく活動

が急速に展開されつつある。つまりさきに述べたようK，地.illi経営の生産体系

が従米の「オー夕、ーベースJシステムから将米「II割問ベース」システムlζ変

革されうるよう．マーケテインク活動を全社的lζ航極的lζ導入する等の対応

策は．そうした治活動の一段と与える。乙の点、交通事業経芭の分野では，鉄

道・航空輸送・J~業等の企業経百 u本が，民；：J化への移1i，そして蛾烈な市場

競午1：のもとで，その活性策の一段としてマーケティング活動を砧極的に展

開している乙とはよtl..:.l IC{ti'_[ ~、するであろう 。 その意味では ， 全社的lζ定めた

目標をある一定期間内i乙達成すべく諸事業活動計画を策定し．乙れを推進

するlζ際しては従来考えられて乙なかった「新しい手法 ・戦法」を導入する

乙とが，結局は，企業経営主体の新たな発展につながる途といえるであろう。

本米「戦略jという概念、は．乙うした意味を含めて！日いられてきたのではな

いかと与える。つまり ，今日よ くいわれている「戦略」とは，市場での「戦

い」を，当該企業経営主体がし、かに「有平IJIC進めj，そして「勝ち抜く」か

という目的に対する諸手法 ・戦法を意味していると考える。したがって，企

業経営主体lζ乙の「i政略」が導入される場合には．当該企業が新たに設定し

た市場獲得目標lζ向かつて，現在の経営諸資源 Illと．そして組織態勢を再編

成ないしは変革して．新たな市場創出と営業・販売活動等を全社的lζ促進し

ていく実践的過程が生まれ出る乙とを表すものといえよう。いい換えると，企

業経常戦略と，個々の企業経営主体がそうした企業経営戦略に基つ、き「経営

ビジョンjを策定し，乙れを計画的に実現．達成しうるように「経営 ・管理」

「［！~·務 J . 「労務」 ， 「販売 ・営業」等の各部門組織を再編成，変革し，と

｜司時比一方で，全経営資源の効率的な投入を図り，そして故終的lζ，的：実l乙，

l折期の経営効果をあけ。る乙とができる途がl}fJかれていく乙とである。

乙のように企業経営戦Ill各は， Ti'(（かに．個々の企業経営主体に新しい生産シ

ステム体系等の導入を促進させるとともに， 一方で新しい企業像としての社



港五li経営の変貌と企業経営i淡路 159 

会的浸透，定占化等を次第l乙可能とさせていく性絡のものといえよう。その

意味では．企業経営戦略は．従来の経芭／j式．企業像等を一新，ないしは変

革する，革新的な性絡のものというべきであろう。したがって，企業経営戦

略は．企業経営像等をもifr次変えていき．そして一方で，それは新しい企業

経営 ・管理方式i2i等の形成と縫立をめざしていくものであろう。それゆえζ

の企業経営戦略乙そ．今日の企業経営主体が積極的に導入すべき．きわめて

重要な経営手法といえよう。

(21 港運企業経営戦Ill各と問題点

今日の企業経営は「多角化」志向に象徴されているように、＇＇1該企業が発展

を続け，その売上高 ・ 販売 ，~：j克績のl而で 「上位 100社」のランキングを確保

できる期間は僅か30年足らず！：JIといわれている。艇かに，企業経営における

「ライフサイク JレJは．今白厳しく表れている時代といえよう。そうである

がゆえに，企業経営主体は．競争IC「生き銭りJ.そしてその過程で「進化」

を遂げ．さらに高度に発展した社会的構成体としての役割を発揮し続けてい

かなければならないのである。

さきにみた港連経営主体における本業部門の発展状況は．その君、l床では．

こうした30年の「ライフサイクノレ」の過程で現在．その大部分が「成熟」 Jtl]

（つまり「金のなる木Jの事業） にある企業経営主体として事業展開を図っ

ている乙とを表していると考えられる（乙乙での傍点、は筆者によるものであ

る） 。したがって．いずれの港運経宮主体も．その本業部門からいわゆる

「問地児Jの事業（通常，新規事業であることが多しいI!といわれている）へ

再投資資金を振り向けているといえるであろう。乙の場合の「問題児jの事

業は「倉庫元請jにあってはおそらく「不動産」部門もしくは「その他J部

門か．あるいはその両部門かでありゅまた「船社元消J 「待－1：.元請」等では

「国際輸送J部門か．あるいは「航空.iili.i丞取扱J部門のいずれかであろう。

そして，乙うした港連経宮主体で現在． 「成長期」にある事業（つまり

「花形Jの事業）は多分． 「陸上運送」部門であろう。乙の「陸上運溢J部

門の成長性は．当該対象貨物の高付加価値化，少冠多品種化傾向と．コンテ

ナ化の拡大等による港湾背後図の外延化．そして荷主側にとって ドア・ツー・
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ドア輸送による総流通費用の低減化傾向等がそのメリットとして．作用して

いると考えられる。

そうした「成長J期にある事業は一般的K，自らの再投資資金を賄える程

度の業績であり ，したがって．企業経営主体がより高度な発展，いい換える

と，社会的進化を遂げていくためには．乙の「成長」期にある事業をさらに

「成熟」期の事業へと育成，展開させていく乙とが，企業経営戦略として必

要不可欠となってくる。そのためにも，個々の企業経営主体は，できるかぎ

り「金のなる木」の事業の持続的展開を推進してし、かなければならないと同

時に．他方で． 「問題児」の事業をより一層強化してできうるかぎり ，乙れ

を短期間で「成長jの事業へ転換させ，そして「負け犬」の事業の早期撤退

か．あるいは継続かを意思決定しなければならないであろう。

企業経営戦略の展開は通常，その目標領域（domain）を確定し．そして当

該事業目標を計ー画的iζ推進し．乙れを達成するための経営指標を全社的に周

知徹底させ，併せて現在の経営諸資源を再配分し， かっそのために不足の経

営資源は新規lζ補充し， 乙れらの効率的な組織態勢の機能的発俸と．乙れの

管理のもとになされると考える。港運経営戦略の展開も．乙れの例外ではな

いであろう。

六部分の港運経営主体は，いわゆる「垂直的多角化J経営を重点目標とし

とりわけ，陸上運送事業部門（国際輸送事業関係も含む）をその主要領域と

して設定し．保有する人的 ・情報的資源を再配分，活用するとともに，当該

市場での競争力を確保するために情報ネッ トワーク化によるコス トダウン化

をめざし， 当該部門での年間売上高 ・販売高の増大等を図り（図3参照）．

最終的には一人当たりの売上高 ・販売高の伸長化を推進している。いい換え

ると，多くの港連経営主体では．新規に経営諸資源を硲保，整備しなければ

いわゆる「水平的多角化」 経営をめざす乙との困難な新規事業，たとえば航

空運送取扱業等の事業展開を志向するよりも，長年蓄積してきた伝統的な港

連経営方式からすると， 「垂直的多角化」経営志向の方が総対的により経済

的で．そしてより安定し，しかも． 「花形」の事業として継続的展開がより

可能で，またその反対に「負け犬」の事業へ短期間の内lζ変換する可能性は
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主たる港連経営主体の年間売上高と売上原価の推移
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（注）口内の数字は売上高と売上原価の伸び

率を表わしている。
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より少ないと判断しうるからであろう。

しかし現実には，乙うした港連企業経営戦略からすると，それが．本来的

な経営戦略としての「革新性jを十分具備 している性絡のものとはいいがた

い。それだけに，港運経営主体が社会的進化を遂げていく過程で，その企業

経営戦Ill各をifr次総合的に確立していく乙と乙そ，真iζ港連経営主体の基盤と ．

そしてその経営構造：01の強化につながるものと考える。

注(1) 一般に組識には凶つの資源があるといわれている。①財務資源（力不） 一白

己資金．負債能力，含み資産，②物的資源（モ／）ーピノレ，工場．設備

③人的資源ー研究者，エンジニア，熟練工．＠情報的資源ーノレン，スキル，

ノウハウ。奥村lf[l博著『前渇書』 P.83

121 それは，単なる従来の 「え請」・rw.業」という港:iili経営関係ではなく ，む

しろ後者が前者にとって代わるような港連経営方式の形成，~ ＇~、換えると．後

者が前者へ「進化Jする乙とでもあり，そして企業経営主体をめぐる社化的進

化の過粍で乙うした｜刻係を篠立していく乙とが，今後の港運企業経営戦略とし

て屯要な課題の一つであろう。

そして百四方式．特IC現業部門iζついては．現業要員のより自主的な管四方

式等に基つく諸対策の必要性も生じて乙ょう。

131 日経ビジネス編 『会社の寿命－？Ji者必衰のJlf!-J平成元年8月，P15 

(4) 奥村昭博著『前掲苫J. P.97 

(5) 乙の点については，拙稿「港湾における変貌と課題」 （「海事産業研究所報

No.275」，平成元年5月，所収） P.14～P.17を参照されたい。

4. 港運経営の変革と展望 一結びにかえてー

港連経営主体は乙れまで， 「戦前j，「lj没後J，そして「コンテナ化」時

代を経て．そして今日 ， 「国際化・ 情報化」時代から「多角化」時代への移

行期ともいうべき環境条件のもとlζあって．企業経営主体と して．さらに新

たな発展の途をめざしている。しかし．乙うした方向をめざす港連経営主体

は，なによりも，社会的進化を遂げてその存続策を図らなければならないで
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あろう。しかもその存続策は，単なる現行の経営 ・管埋方式の変垣 ・改善と

経営諸資源の量的再編成等だけではなく，それらの社会的変革なくして

推進する乙とはできないであろう。つまり個々の港運経営 E体は，従来の伝

統的な「元論J・「専業」の系列関係の強化ではなく， その効率的な経営関

係づくり等をめざした．新しい港i車市場の組織化への変革であり，そして一

方で，企業経営主体の社会的進化lζ即応するべく現行の経営諸資源の管理体

系 ・手法等の変革乙そ，辰ものぞまれる＇ i軍空な経芭課組ではないかと考え

る。その意味では．企業経営主体それ自身の積極的な変革意識乙そその放た

る原動力であり ．そしてなによりも必要不可欠な基本的要件と身える。


